
独立行政法人農業者年金基金平成22年度計画

平成２２年 ３月３１日届出

平成２２年１１月２５日変更

第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

１ 業務運営の効率化による経費の抑制等

(1) 一般管理費及び事業費の抑制

一般管理費（人件費を除く。）について、業務の効率化を進め、前年度比3.25％

削減します。

また、事業費について、委託業務の効率化を進め、前年度比1.36％以上削減しま

す。

(2) 人件費の計画的削減

人件費（退職手当及び福利厚生費（法定福利費及び法定外福利費）を除く。また、

人事院勧告を踏まえた給与改定部分を除く。）について、17年度比５％以上の削減

を行います。

(3) 給与水準の適正化

給与水準の適正化の観点から、

① 国家公務員の給与構造改革を踏まえ役職員給与の引き下げ（新旧俸給月額の差

額は支給しない。）

② 国家公務員の給与改定を下回る給与改定等への取り組みにより、平成20年度の

対国家公務員地域別指数（地域別法人基準年齢階層ラスパイレス指数）の105.0

より低下させます。

また、諸手当について、管理職手当の支給額算出方法を国家公務員と同様に定

率制から定額制へ移行します。

さらに、人件費の削減及び給与水準の適正化の取組の進捗状況等について、ホ

ームページで公表します。

(4) 随意契約の見直し

契約については、原則として一般競争入札等（競争入札及び企画競争・公募をい

い、競争性のない随意契約は含まない。以下同じ。）によるものとし、次によりそ

の適正化を推進します。

① 一般競争入札等により契約を行う場合であっても、特に企画競争や公募を行う

場合には、競争性、透明性が十分確保される方法により実施します。

② 平成20年２月に設置した契約審査委員会において、契約の適切性を審査します。



また、監事及び会計監査人による監査において、入札・契約の適正な実施につ

いてチェックを受けます。

２ 業務運営の効率化

電算システムの改善・整備

① 業務受託機関における事務処理の効率化を図るため、電子情報提供システムの

利用の促進を行い、アクセス件数が前年度を上回るようにします。

② 事務処理の迅速化、効率化、受給権者等へのサービスの向上を推進するため、

電算システムの改善・整備の検討を行い、優先順位の高いものについて、開発に

着手します。

３ 組織運営の合理化

(1) 常勤職員の計画的削減

常勤職員数（期初79人）について、２人削減し77人とします。

また、業務執行方法の見直しの一環として、高齢者継続雇用制度を活用します。

(2) 組織の合理化

北海道連絡事務所について、業務受託機関の受託業務に支障が生じないように十

分に配慮しつつ、年度末に廃止します。

(3) コンプライアンスの推進

業務の適正な執行等の徹底を図るため、平成20年４月に設置したコンプライアン

ス委員会を中心にコンプライアンスの推進に向けた取り組みを行います。

そのため、少なくとも四半期に１回コンプライアンス委員会を開催し、違反行為

の防止策の審議等を行うとともに、講じた措置についてはホームページで公表しま

す。

(4) 能力・実績主義の活用

常勤役員の期末特別手当の額については、その者の職務実績を反映させ決定しま

す。

また、職員の昇給区分の決定（５段階）及び勤勉手当（賞与）の額については、

その者の勤務成績を反映させ決定します。

４ 委託業務の効率的・効果的実施

委託業務が効率的・効果的に実施されるよう、その実施状況を的確に把握します。

また、委託業務の効率化を進め、業務委託費について、前年度比1.36％以上削減

します。

５ 業務運営能力の向上等

(1) 農業者年金基金職員

４月及び10月に、新任職員を対象として、国民年金、農業者年金業務全般につい

ての知識の修得を図るための初任者研修を実施するとともに、年金資産の運用等専



門分野に特化した専門研修を実施します。

また、年金資産の運用等に携わる職員については、民間等の機関が主催する研修

に参加させます。

(2) 業務受託機関担当者

① 都道府県段階における受託機関（農業会議及びＪＡ中央会）

ア 年度当初に担当者会議を実施し、「年度計画」について周知するとともに、

当該年度に基金と受託機関が一体となって取り組む事項について、業務推進に

向けた意見交換を実施します。

イ 新たに市町村段階の受託機関を指導する立場になった担当者を対象として、

業務が適正かつ効率的・効果的に行われるよう新任担当者研修会を実施しま

す。

ウ 業務受託機関の上半期における加入推進と業務の取組状況を踏まえて、下半

期の課題や取組方針について、意見交換を行うとともに、年金資産の運用状況

や事務処理手続きの改善点について周知徹底を図るようブロックを単位とした

担当者会議を開催します。

② 市町村段階における業務受託機関（農業委員会及びＪＡ）

ア 都道府県業務受託機関が、主催する市町村段階を対象とした担当者会議等に

おいて、必要に応じて基金役職員の派遣を行います。

イ 都道府県業務受託機関との共催により、女性農業委員、加入推進部長等を対

象とした特別研修会を開催します。

６ 評価・点検の実施

(1) 加入者の代表等の意見の反映

９月に業務の運営状況、平成21年度計画の実績等、３月に業務の運営状況及び平

成23年度計画等について意見を聴く運営評議会を開催します。

(2) 委託業務が適正かつ円滑に行われるよう、24都道府県の業務受託機関について考

査指導を行います。

また、前年度の考査指導結果について、年度当初の担当者会議で説明します。

第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

１ 農業者年金事業

(1) 被保険者資格の適正な管理

農業者年金被保険者資格記録と国民年金被保険者記録との整合を図るため両記録

の突合を行います。

また、５月と11月に業務受託機関に不整合記録の情報を提供し、被保険者等に対



し必要な申出書等の提出を遅滞なく行うよう働きかけます。

(2) 年金裁定請求の勧奨

農業者年金の受給権が発生する者等に対し、年金等の受給漏れとならないように、

65歳の誕生日になる３ヶ月前に裁定請求の勧奨を文書で毎月行う等、速やかな裁定

請求書の提出を働きかけます。

(3) 申出書等の迅速な処理

① 標準処理期間を定めた申出書等の97％以上を期間内で処理するため、基金に届

いた申出書等の電算処理の委託を迅速に行います。

また、不備が判明した申出書等については、補正等が早急に行われるよう業務

受託機関へ迅速な返戻等を行うとともに、適正な申出書等の提出が行われるよう

指導します。

② 申出書等の処理状況の調査を年２回（８月及び２月）行い、その結果を公表し

ます。

また、期間内に処理できなかったものについては、その原因を把握し、今後、

期間内に処理できるように努めます。

２ 年金資産の安全かつ効率的な運用

(1) 年金資産の管理・運用については、法令の規定により定める年金給付等準備金運

用の基本方針に基づき、国内債券を中心とし、安全かつ効率的に行います。

(2) 資金運用委員会を５月、７月、10月及び２月に開催し、運用状況及び運用結果の

評価・分析等を行います。

(3) 資金運用委員会で年金資産の構成割合（政策アセットミクス）の検証を行い、必

要に応じて見直しを行います。

(4) 年金資産の構成割合、運用成績等については、６月、８月、11月及び２月までに

ホームページにおいて情報を公開します。

また、加入者に対し、６月末日までに平成21年度末現在で評価した個々の加入者

に係る運用結果を通知します。

３ 制度の普及推進及び情報提供の充実

(1) 制度の周知を図るため、農業関係新聞に、新規加入や政策支援の加入の動向等の

材料を提供し、制度の普及推進に関する記事が掲載されるよう働きかけます。

また、市町村段階の業務受託機関に対し、市町村の広報誌、ＪＡだより等の広報

媒体を活用した制度のＰＲを行うよう働きかけます。

(2) 年度当初の担当者会議において、効果の高い活動事例を活用した制度普及の推進、

認定農業者等に重点的に加入を勧めること等を明確化した加入推進取組方針（戦略

プラン）を示し、基金と受託機関が一体となり効率的・効果的な加入推進に取り組

みます。



(3) 平成22年度以降の各年度における加入目標について、これまでの加入目標計画期

間中であった平成19年度から21年度までの各年度における新規加入者数平均値の概

ね５割増（6,000人）とする新たな計画を策定し、この加入目標を達成するために

「平成22年度加入推進特別対策」を実施します。

(4) 業務受託機関が実施する制度の周知・普及活動に必要な優良事例集等の資材を作

成し提供するとともにホームページで公表します。

(5) 情報の発信源であるホームページのリニューアルの事前検討として、現ホームペ

ージの問題点及び利用者のニーズといった現状を把握・分析し、新たなホームペー

ジの改善方針を立案します。

第３ 財務内容の改善に関する事項

融資事業及び農地の割賦売渡による貸付金債権については、分類見直しを行い、これ

に基づく適切な債権の管理・回収を行います。

また、担保物件の確認調査等を踏まえ農地等担保物件の評価の見直しを行います。

第４ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

別紙

第５ 短期借入金の限度額

１ 運営費交付金の受入れの遅延による資金の不足となる場合における短期借入金の限

度額は２億円とします。

２ 独立行政法人農業者年金基金法（平成14年法律第127号）附則第17条第２項の規定

に基づく長期借入金に関して、一時的に調達が困難になった場合等の短期借入金の限

度額は、875億円とします。

第６ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画

第７ その他主務省令で定める業務運営に関する事項

１ 職員の人事に関する計画

(1) 方針

農業者年金事業や資金運用に関する専門的研修により人材の育成を図るととも

に、人件費を抑制しつつ効率的に業務を実施するため高齢者継続雇用制度を活用し

ます。

(2) 人員に関する指標

年度末の常勤職員数を77人とします。



(参考)

人件費総額見込み 702百万円

２ 積立金の処分に関する事項

前期中期目標期間繰越積立金のうち、前期中期目標期間から繰り越した貸付金等債

権が当年度に償還されたことによる現預金を次の経費に充当します。

(1) 旧年金給付費

(2) 旧年金給付のための借入金にかかる経費（利子及び事務費を含む。）


